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Ⅰ．国際共同研究の内容（公開） 

 

1. 当初の研究計画に対する進捗状況 

(1)研究の主なスケジュール 

研究題目・活動 

2022 年

度 

(10 ヶ

月) 

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 
2027 年 度

(12 か月) 

1. モニタリングデバイス 

1-1 R&E センターの設計 

1-2 加工装置および評価装置選定 

1-3 装置導入と動作確認 

1-4 前処理デバイス、濃縮デバイス、

電極・アナライザ開発 

分析対象の拡大項目検討 

1-5 分析プロセス確立 

1-6 アナライザと IoT 開発 

分析対象拡大（食品、遠隔サン

プリング法） 

1-7 分析システムの最適化 

1-8 環境サンプルを用いた検証 

1-9 ポータブルキット化の検討 

1-10 環境サンプルを用いたポータ

ブルキット検証 

1-11 シンポジウム/セミナー開催 
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＊2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. モニタリングステーション 

2-1 ステーション課題抽出 

2-2 パイロットステーション改良 

2-3 改良ステーションの動作確認 

2-4 Bac Ninh 省の他のステーション

の改良 

2-5 技術者トレーニング 

2-6 テクニカルドキュメント作成 

2-7 他の省への展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 資格認定トレーニング 

3-1 トレーニングラボの設計 

3-2 トレーニングニーズ調査 

3-3  Hoa Lac キャンパスへ機器設置 

3-4 トレーニングコース設計 

3-5 トレーニングテキスト作成 

3-6  小スケールでの実証 

3-7  MAE/DAE（旧MONRE/DONRE）での講習開始 

3-8  コース認定証付与開始 
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4. VNU-HUS 教育 

4-1 トレーニングラボの設計 

（3-1 と連動） 

4-2 Hoa Lac キャンパスへの機器設

置（3-3 と連動） 

4-3 トレーニングテキスト作成 

4-4 小スケールでの実証 

4-5 VNU 学生への講習コース認定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. データ収集・解析 

5-1 解析項目の策定 

5-2 データ送信プロトコール策定 

5-3 データ送信システム開発 

5-4 CEBID データベースへのデータ

格納 

5-5 水と空気のデータ解析システム

開発 

5-6 データ解析システム稼働 

5-7 テクニカルドキュメント作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1 Hg, As 用ハイブリッド電極の性能とコスト両立に時間を要しているため延長する。 

＊2 VNU 側の方針変更による Hoa Lac キャンパスの分析開発教育センター（以下、分析 R&E センター）

のキャンパス内移設のため、機器設置の完了も延長する。 

 

(2)プロジェクト開始時の構想からの変更点 

 ベトナム政府の省庁再編により、CEBID (Center for Environment, Biodiversity Information and 

Data)は本プロジェクトから外れ、農業環境省ベトナム環境局傘下の NCEM (Northern Center for 

Environmental Monitoring)が加わることになった。 

 

2. 計画の実施状況と目標の達成状況（公開） 

(1) プロジェクト全体目標 

近年急速に発展しているベトナムにおいて、環境問題が大きな社会課題となっている。そこで、

本プロジェクトでは、環境問題に資する分析技術、人材、データ収集・解析システムを提供するこ

とを目的としている。すなわち、時間・コスト・労力のかかる分析ラボでの分析システムがネック

となり頻発する環境汚染の分析需要に対応できていないベトナムの現状に対し、日常的かつ大量の

環境分析を可能とする現場型分析システムを構築し、これら高度な分析を実現できる人材を育成し

て、データサイエンス型の分析システムを提供することで、日常的な環境モニタリングを実現する。

また、ベトナムにおける分析技術や人材育成拠点として、ベトナム国家大学ハノイ校の Hoa Lac 新

キャンパス内に分析 R&E センターを新設し、科学技術の基盤となる分析・計測における日越間の産

学人材交流を活性化することで、両国の科学技術レベルの向上に寄与する。そして、この新しい分

析モデルを他の発展途上国にも広げ、地球規模の環境問題解決に資する。 

具体的には、水や大気のその場での分析を可能にするマイクロ流体デバイス技術や電気化学検出
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技術、モニタリング技術を開発し、ベトナムトップ校であるベトナム国家大学ハノイ校（VNU-HUS）

およびベトナム農業環境省 MAE（天然資源環境省と農業省が合併して今年度発足）/Bac Ninh 省農業

環境局 DAE と連携して分析資格認定システムを構築して分析人材を育成し、環境データを広く収集・

解析するデータ解析センターを構築して、現場型の分析システムをはじめて確立する。代表的な工

業都市である Bac Ninh 省をモデルとして、技術・人材・データ解析の有効性を検証し、Bac Ninh モ

デルをベトナム全体に広げる戦略である。 

以上、IoT や AI などのデータ駆動型の科学技術への期待が高まっている現状に対して、オンサイ

ト分析技術・人材・データサイエンスにより、現場型データ駆動型の分析化学を実現する新しい試

みであり、環境のみでなく、医療、農業、水産業などその場での分析・計測やビックデータ解析が

必要なさまざまな分野への大きな波及効果も期待される。 

以下、プロジェクト 2 年目の成果について記述する。現在、本プロジェクトの共通の重要課題は、

Hoa Lac の分析 R&E センターの整備である。導入機材は予定していた 34 機材の内、12 機材は導入完

了、残る 22 機材も調達と輸送手配が終了しており、2025 年度に分析 R&E センターを開所予定であ

る。省庁再編、各省の合併、大学の独立運営への移行など、大きな変革が進行しており本プロジェ

クトへの影響も大きく、プロジェクト体制や開発方針などへの対応にも注力している。本プロジェ

クトの大きな体制変更としては、ベトナム全国の環境データを集めている農業環境省の機関である

NCEM が加わることになり、デバイス開発、分析トレーニング（人材育成）、データ収集解析いずれに

おいても大きく強化された。各題目の概要は以下のとおりである。 

 

(2) 各研究題目 

(2-1) 研究題目１：「モニタリングデバイス」 

早稲田大学（リーダー：田澤） 

東亜ディーケーケー（Co-リーダー：八谷） 

ベトナム国家大学（リーダー：Nguyen Hoang Nam） 

ベトナム国家大学（Co-リーダー：Tran Dinh Trinh） 

① 研究題目 1 の当初計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含

む） 

ベトナムの飲料水の 85%を占める表層水を対象に、Hg, Pb, Cd, As の検出を可能にするオンサイ

トの分析デバイスおよびシステムの開発を目指す。そのために、前処理技術、マイクロ流体を用い

た濃縮技術、電気化学検出技術の３つの要素技術を開発する。また、これらの技術をベースに、分

析対象を拡大するための検討を行う。 

2024 年度は、 (1-4)各要素技術開発を主に、新たな項目である(1-5)分析プロセス確立、(1-6) ア

ナライザと IoT 開発に取り組んだ。また、後述する事情により昨年からの継続である(1-2)加工装置

および評価装置選定、(1-3)装置導入と動作確認にも取り組んだ。 

 

② 研究題目 1の当該年度の目標の達成状況と成果 
1-2.加工装置および評価装置選定、1-3.装置導入と動作確認 

2024 年 9月までに、分析装置 13 機種、マイクロ流体関連装置 10機種の導入を分析 R&E センター
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で、実施し、基本的な動作を確認した。一方で、VNU 内での学生増加に伴い、同センターをこれまで

設置していた講義棟から近くの研究棟（2 階建ての 1 階、1000m2）に移設することが VNU 総長より通

知された（2025 年 2月）。以上から、新たなラボ設計と工事、残りの装置導入時期の見直しが必要と

なり、装置の導入完了は 2025 年度 7 月頃になる見込みである。以上に伴い、9 月の開所式を予定し

ている。それまでは現キャンパスにて研究開発を実施する。 

 

1-4. 前処理デバイス、濃縮デバイス、電極アナライザ、分析対象の拡大 
1-4-1. 前処理デバイス（前処理法） 

モバイル型オンサイト重金属分析計に必要な前処理操作を確定するために、試料形態（汚染の程

度、夾雑物）を把握するためのサンプリング調査を実施した。採水は Bac Ninh 省において実施し、

工業地域、住宅地、水源上流などの条件に分けて採取した。近年、政府主導でクラフトビレッジ（小

規模工場）の廃止や水処理プラントの増設が進められており、全体として水質は以前より改善傾向

にあるとされている。一方で定期的なモニタリング分析を実施している地点は限定的であり、広範

囲な現場測定へのニーズは依然として高い。サンプリング調査の結果、特別な前処理は必要でなく、

酸処理（湿式酸化）とフィルタリングを候補と決定した。 

 

1-4-2. 濃縮デバイス 

昨年に引き続き樹脂製デバイスの加工法（樹脂選択、ホットプレス加工条件確立、捕捉粒子の前

処理や電気化学検出のために流路オープン・クローズが可能な構造の実現）に加え、オンサイトで

ポンプなしで送液するための重力送液条件、100%捕捉のためのマイクロ流路設計、重金属捕捉動作

実証に取り組んだ。前処理液 1mL を 12 分程度で流すために流量 80 L/min の流量が必要であり、

これを高さ 25cm から液体を流路に流すことで実現可能であることがわかった。しかし、流量

80 L/min は、通常マイクロ流体実験で用いる流量の 10 倍程度大きく、重金属をほぼ 100%捕捉す

るマイクロ流路部分の構造設計が重要となる。さらに、捕捉後は濃縮のために１滴（1mL→10 L で

100 倍濃縮）での溶出が不可欠である。そこで、１滴での溶出に対応するために粒子充填領域を 1mm

程度とした。このとき、重金属イオンは 30ms 程度でこの領域を通過する。そこで、マイクロ流路

の幅を 1mm 程度まで広げ、深さを 40 m 程度とすることで、拡散によりほぼ捕捉用粒子による 100%

捕捉が可能な構造とした。そして、この流路設計に対して、ABS 樹脂で加工可能な条件、さらには

粒子前処理や検出のために流路をオープン/クローズ可能なシーリング剤と構造を考案した。以上

の結果、マイクロ流路での重金属の濃縮実験がはじめて可能になり、さらに１滴での抽出と検出に

も成功した。具体的には、Pb 標準液で捕捉用粒子により 80%程度捕捉できることを確認して（図

１）、回収率が現状最大 45%程度であるがマイクロ電極（ストリッピングボルタンメトリー、SV）と

ポータブルアナライザで検出可能であることも確認できた。また、Hg, Cd, As についても捕捉可

能な粒子を選定して、バルクでの実験により原理を確認している。本デバイスは捕捉用粒子を変更

することで、４種の重金属に柔軟に対応可能であり、共通のプラットフォームを確立できた。 

また、重金属以外にも応用可能な一般的な濃縮法として、気液サイクロン流を利用したモバイル

濃縮デバイスも開発した。これは蒸発を加速させる方式でキレート反応などの選択性を持たない

方法であり、上述のデバイスと同じ条件で約 75％の回収率を得ており、夾雑物の影響に応じてマ
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イクロ流路方式と使い分けていく方針である。 

以上から、本年度の目標である濃縮技術に関する基本的な方法論を確立することができた。次年

度は、条件の最適化（回収率の向上には外部の静電力も利用）とともに、前処理および電極検出と

のプロセス連結のための条件設定に取り組む。 

 

 

 

図１ オープン/クローズマイクロ流路によるPb2+ (500ppb)捕捉実験結果（今回は40 Lで実験） 

 

1-4-3. 電極、アナライザ 

Pb、Cd 測定用の EL-1 マイクロ電極、As、Hg 測定用の EL-2 マイクロ電極の開発に取り組んだ。

EL-1 電極は、カーボン印刷による三電極一体型の構造とし、標準液を用いたビーカー試験では、

Pb および Cd に対して水質基準付近（10ppb レベル）までの直線応答を確認した（図２）。次年度

は、濃縮デバイスとの接続を想定した 1 滴測定に対応できる構造と測定条件の最適化に取り組む。

EL-2 電極では、As および Hg に対応するため、Au を用いたハイブリッド電極材を中心に開発を進

めたが、現状低コスト化と性能の両立に課題が残っている。そのため、2025 年度は、Pb, Cd 電極

で濃縮とのプロセス接続の開発を進め、2025 年度前半で As, Hg 電極開発を完了して、先行する Pb, 

Cd 知見をベースにプロセス接続の開発を加速化する予定である。モバイルアナライザについては、

電極のマイクロ化により従来よりも電流値が 10倍以上小さくなる（サブ µAの領域になる）点が課

題である。そこで、サブ µA の測定が可能な低コストポテンショスタット（基板）を独自に開発し

た（図３）。次年度にプロトタイプを完成する。 

以上、挑戦的である As, Hg の電極開発は性能とコストを両立する電極の開発に時間を要してい

るが、その他については計画どおり進行している。 
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図２ EL-1：Pb(II)に対する応答（左）と EL-1：Cd(II)に対する応答（右） 

 

 

図３  開発ポテンショスタット回路＋3-in-1 電極 

 

1-4-4. 分析対象の拡大項目検討 

  オンサイト分析関連の対象拡大について、現地ニーズを聞きながら調査してきた。その結果、①

ドローンを用いた遠隔サンプリング（水や大気）、②大気汚染測定への拡大、③食品分野への拡大（抗

生物質やアレルゲンの簡易検査など）についてニーズがあることがわかり、これら３項目について開

発を始めた。 

① ドローンを用いた遠隔サンプリング 

表層水中の重金属分析では、流域全体を分析するために多数の測定点からの採水が必要であるが、

従来の手動サンプリングでは橋付近や沿道などアクセス可能な地点に限定される。また、水質は深さ

によっても変化するため、採水深度の制御も重要だが、人力による精度確保には限界がある。これら

の課題を解決する手段として、ドローンによる遠隔サンプリングの開発に着手した。マイクロ流路を

ミリ領域まで展開して、汚染されている環境水に触れずに送液でき、軽量でありながら（飛行時間維

持に重要）多項目を一度にサンプリング可能なミリ流体システムの設計を完了した。 

② 大気汚染測定への拡大 

現在、ハノイは大気汚染が非常に深刻な都市であると報告されている。PM2.5、PM10、NOx、SOx な

どの項目は、代表的である。また、本プロジェクトのデータ収集では、デバイス、モニタリングステ

ーション、リモートセンシング（RS）のデータを総合して、広範囲かつ高空間分解能での環境データ

の解析に取り組む。特にモニタリングステーションと PM2.5、PM10、NOx、SOx を測定するローコスト

センサ（LCS）の組み合わせは、ベトナム側でガイドラインも策定予定である。そこで、上記ニーズ
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が高い大気の項目について、LCS システムを開発することにした。センサーそのものの開発は日進月

歩で進んでおり、本開発ではベトナムの環境（温度や湿度）の補正、IoT 化、題目２のモニタリング

ステーションによるキャリブレーションに取り組む。また、LCS は選択性が問題となるが、重金属の

マイクロ濃縮デバイスの重金属デバイス部分にガス（NOx、SOx など）の捕捉機能を付与することで、

マイクロ・ミリ流路による選択性の向上にも取り組む。 

③ 食品分野への拡大 

次に、食品分野への応用では、日本食品分析センターおよび関係機関へのヒアリングを通じて、ベ

トナムの小規模農場や養殖場における抗生物質や農薬の現場検査ニーズを確認した。そこで、重金属

濃縮デバイスを抗生物質やアレルゲンの捕捉濃縮に展開して、オンサイトで分析可能なデバイスを

実現するための検討を開始した。現状、必要な仕様について確認を進めている。バクテリアも重要な

項目だと考えられるが、ヒアリングの結果、既存の培養法で十分対応可能との見解が示されたため、

本プロジェクトでは対象外とすることとした。 

 

1-5. 分析プロセス確立 

前処理、濃縮、検出の各工程をスムーズに連結させ、一連の分析プロセスとして確立し、最適化す

ることが本項目の目的である。初年度となる本年度は、各工程の基本仕様を整理し、接続部分で生じ

る課題をリストアップした。例えば、前処理から濃縮への接続では、酸化処理によってサンプルの pH

が低下し、濃縮に使用する一部カラムの至適 pH 範囲を外れる。そのため、中和工程を新たに設ける

設計とした。濃縮から検出への接続では、10µL 以下の微量液体を扱う必要があるため、液体の精密

操作を目的として、濃縮デバイスまたは電極側に定容機構が不可欠である。また、溶出液に対する電

極の耐薬品性を確認するため、既存のプリントスクリーン電極での耐薬品性を評価して、最適化にも

取り組んでいる。さらに、As の測定では、SV 法で測定可能なのは 3 価のみであるため、5 価 As を 3

価にする価数調整工程を濃縮後に追加することが必要である。 

次年度はこれらの課題を解決して最適化し、重金属の全プロセスを完成させ、分析キットの概念設

計につなげる予定である。 

 

1-6 アナライザと IoT 開発、分析対象拡大（食品、遠隔サンプリング） 

  アナライザの開発仕様を決定し、回路については 1-4-3 のとおり、サブ µA 領域に対応したポテン

ショスタット回路をすでに試作済みである。この回路をベースに、2025 年度に筐体設計を含めたプ

ロトタイプを試作する予定である。IoT に関しては、NCEM と連携することになったため、NCEM のデ

ータベースと接続するための IoT の仕様について確認した。一方、データを解析するシステムは別

途必要である。そこで、本年度は独自の解析用プラットフォームをクラウド上に構築した。この環

境により、柔軟な機能追加や試作評価を可能とした。分析対象の拡大では、1-4 で述べたとおりであ

る。今後、開発を進めていく。 

 

③ 研究題目 1の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

前述のように、研究拠点である分析 R&E センターの移転が年度途中に急遽決まり、装置の設置ス

ケジュールに調整が生じた。一部の装置の設置は翌年度への持ち越しとなったが、事前に日越双方
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での保管や準備を進めたことで、進捗への影響は最小限に抑えられた。また、NCEM の加入により、

デバイス開発、人材育成、データ収集解析いずれも強力な体制となり、本プロジェクト成果が社会

実装されるスキームができた。 

 

④ 研究題目 1の研究のねらい（参考） 

ベトナムの飲料水の 85％を占める表層水の中でも、特に環境リスクの高い重金属（Hg, Pb, Cd, 

As）を現場で迅速・高感度に分析できるシステムを構築し、公衆衛生の向上と環境モニタリング技

術の現地定着を目指す。また、本技術をプラットフォームとして、適用対象分野の拡大を検討する。 

 

⑤ 研究題目 1の研究実施方法（参考） 

マイクロ流路による重金属の濃縮と、SV法による電気化学検出を組み合わせた分析プロセスをデ

バイス化する。前処理（酸化・ろ過）は現地入手可能な資材を用い、オンサイト利用を想定して設

計する。濃縮から検出までの工程は 10µL 以下の微量制御で連携させる。VNU-HUS と共同で現地環境

に適した最適化を行う。さらに、低コスト・高精度を両立するために IoT などのデジタル技術も活

用し、多用途な持続型分析システムを構築する。 

  

(2-2)研究題目 2：「モニタリングステーション」 

堀場製作所（リーダー：大槻） 

早稲田大学（Co-リーダー：馬渡） 

ベトナム国家大学（リーダー：Ha Nguyen Thi） 

① 研究題目 2の当計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含む） 

水質/大気一般項目をモニタリングするステーション（水質: WQMS、大気質: AQMS）の現地活用状

況と課題を現場レベルで抽出し、ベトナム環境への適用不足やメンテナンス不備による装置の修復・

改良を行うとともに、最適な運用のために現地人材のトレーニングを実施した上でベトナムのメン

テナンス協力会社に認定を与え、メンテナンス資格の要件とすることにより、適切なモニタリング

と環境対策の基盤を形成することを目的としている。2024 年度は、(2-1)ステーション課題抽出, (2-

2)パイロットステーション改良, (2-3)改良ステーションの動作確認, (2-4) Bac Ninh 省の他のス

テーションの改良, (2-5)技術者トレーニングに取り組んだ（なお、省再編に伴いパイロットステー

ションの導入が遅れているため、2-1, 2-2, 2-5 を主に説明する）。 

 

② 研究題目 2の当該年度の目標の達成状況と成果 

概要）Bac Ninh 省に設置されている全 30 ステーションから選定した 2 つのパイロットステーシ

ョンの改良案を策定し、具体的な部品リストの作成を実施した。更に、Bac Ninh 省と装置メンテナ

ンスにかかる資格認定システムの設置について合意し、早速現地メンテナンス協力会社の 13 名の

技術者に対して第 1回目のトレーニングと認定証の授与を実施した。今後はパイロットステーショ

ンの改良案に対して Bac Ninh 省の承認を得て改造作業を実施後、VNU-HUS の研究者と共同で効果の

検証を進める。トレーニングについては技術者の認定制度を導入し、Bac Ninh 省とメンテナンス業

務委託の際の条件等、運用について協議を進める計画であり、以上、Bac Ninh 省との良好な関係を
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構築して、省庁再編による部品輸送の遅れ以外は計画通りに進んでいる。以下に詳細を記す。 

 

2-1. ステーション課題抽出 

既存のモニタリングステーションの設置環境は、製品の想定環境を超えたベトナム特有の高温多

湿環境下に置かれているため、その対策を必要とする。HORIBA Vietnam が AQMS/WQMS 全 30 ステー

ション（図 4）の再確認を行い、稼働状況やメンテナンス状況を把握したところ、全 30 ステーショ

ンのうち 27 ステーション（90％）で、データ未取得、アラームの発報、消耗部品の未交換、筐体や

配管の不具合（技術的改良が必要）、定期点検の未実施、適切でない装置オペレーションなどの問題

が発生していることが判明した。これは、ベトナム全国におけるモニタリングステーションのデー

タの信頼性の問題となる。Bac Ninh 省との協議においてベトナム環境に合わせた装置改良、適切な

設備の維持管理とそれを担う人材開発の重要性を改めて共有し、協力を継続することを合意した。

更に 9 月に直撃した台風 YAGI の影響を確認するために 10 月に緊急で全 30 局の被害状況を確認し、

多数の機器の損傷が確認された。選定した 2 つのパイロットステーションに対する影響は限定的で

あったため当面のプロジェクトへの影響は免れたが、Bac Ninh 省に対して復旧が必要な設備への対

応を依頼した。 

 

図４. Bac Ninh 省のモニタリングステーション（ ）と選定したパイロットステーション 

（マップデータ©2024Google） 

 

2-2. パイロットステーション改良 

2-1 の結果を受けて、優先的に対応する 2 つのパイロットステーションを選定した。WQMS は特に

過酷な環境下で稼働している Dang Xa を選択し、想定以上に消耗度が高いセンサー電極そのものを

自己洗浄機能付きに改良して、機器の耐久性を向上し、長期にわたって有効なデータを採取できる

対策を提案した。AQMS は機器自体の耐久性に大きな問題は確認されなかったが、設置環境に合わせ

た適切なメンテナンスが必要な状態であることから、やはり特に過酷な環境下にありながら、早期

に実証試験が期待される Chau Khe を最終的に選択して Bac Ninh 省に提案した。現在この 2局とそ

れらに対する改良を提案内容として Bac Ninh 省に確認を求めており、承認が得られ次第改良部品の

手配と設置を行った後に VNU-HUS の研究者と共に効果の検証を進める。 

 

2-5. 技術者トレーニング 

モニタリングステーションの安定運用における最大の課題は、メンテナンス技術レベルのばらつ



【令和 6 年／2024 度実施報告書】【250531】 
- 10 - 

きである。この課題に対応するため、堀場製作所では技術者トレーニングとして、メンテナンス技

術者のスキルを可視化・定量化する独自の認証制度の設立を目指す。その第一段階として、Bac Ninh

省におけるメンテナンス企業の計 13 名の技術者に対し、メンテナンストレーニングを実施した。あ

わせて、Bac Ninh 省所属の技術者にも内容を共有し、広域的な知識の底上げを図った。Bac Ninh 省

規模のネットワークであれば、2～3 名の常駐技術者で運用は可能とされるが、人材の流動性や他省

への展開を見据え、最終的には 20 名以上の技術者へのトレーニング実施を目標としている。今後は、

このトレーニングを堀場製作所独自の資格認定制度として常設化し、Bac Ninh 省からも合意を得た

うえで、有資格者が実際のメンテナンスに従事できる体制を構築していく。 

 

③ 研究題目 2の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

2024 年は厳しい気象条件にもさらされた。9 月には台風 YAGI がベトナムに上陸し、Bac Ninh 省

はその直撃を受けた。1つの WQMS は水没の被害を受け、運用を停止せざるを得なかった。それ以外

にも多数のサンプリングポンプの故障が確認されている。また電源が断たれたことで局舎内の空調

が停止して結露が発生し、2 つの AQMS の合計 8 台の分析装置が損傷を受けた。その他 3 件の避雷

針、1 件のサンプルプローブと 2 件の日射計の損傷が確認され、Bac Ninh 省に対して早期の復旧を

要請した。幸いパイロットステーションの被害は限定的であり、当研究の計画通りの進行に大きな

影響はない。平時だけでなく災害時への備えや復旧の在り方も課題として浮き彫りになった。 

以上、本プロジェクトの活動によりモニタリングステーションの運用そのものに加え、特有の自

然環境に対する技術課題があることがわかり、必要な対策も明らかになってきた。また、この課題

はバックニン省のみならず、ベトナム全体に当てはまる課題であると考えられる。次年度にはワー

クショップを開催して、本成果を他省に広げる活動に取り組む。また、ベトナム全国のモニタリン

グステーションも同様の状態であることが想定されるため、調査する。新規に参画することになっ

た NCEM も約 2000 のモニタリングステーションのデータを集めており、本活動を注目している。 

 

④ 研究題目 2の研究のねらい（参考） 

Bac Ninh 省既設の水大気モニタリングステーション 30台からパイロットステーションを選定し、

技術改良とメンテナンス技術向上、人材育成を Bac Ninh 省と共同で実施する。また人材教育を有効

に活用するために分析計メーカーの資格認定制度を取り入れ、各省が制度を積極的に活用する仕組

みづくりを進める。これらの活動をベトナムにおけるモニタリングステーション運用のための技術

資料としてまとめ、ワークショップなどを通じてモニタリングステーションを有する他省と共有し

普及させ、ベトナム全国でのモニタリングステーションの機能化に資する。 

 

⑤ 研究題目 2の研究実施方法（参考） 

Bac Ninh 省 DAE（旧 DONRE）との契約によりデータが開示されるので、Bac Ninh 省で運用してい

る水質モニタリング装置 12 台、大気モニタリング装置 18 台について、現状の運用や精度、データ

の解釈を確認する。そして、それぞれに対して堀場製作所の技術とノウハウにより解決策を提案し

て、技術・データ解析・人材の面から本モニタリング装置を環境モニタリングに運用できるように

する（最初はパイロットステーションを選定して改良する）。解決策の有効性は VNU-HUS の研究者
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と共に検証を進め、成果を学会等で公表する。また、データを NCEM データベースに格納するため

のデータ収集システムを構築する。さらに、収集した空気や水のデータを用いて汚染解析を行うデ

ータ解析システムを提案・開発して試行する。これらの活動を技術資料としてまとめて、ワークシ

ョップなどを通じて他省と共有して、Bac Ninh モデルを全国に広げる。 

 

(2-3)研究題目 3：「資格認定トレーニング」 

東亜ディーケーケー（リーダー：山﨑） 

ベトナム国家大学（リーダー：Nguyen Minh Phuong） 

ベトナム国家大学（Co-リーダー： Nguyen Van Noi） 

   ①研究題目 2 の当計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含む） 

MAE 傘下の人材育成機関 InNET （Institute of Natural Resources and Environment Training）

と共同で、MAE や DAE の分析官に向けた環境モニタリング分析資格認定トレーニングコースを構築

する計画である。プロジェクト期間内に 100 名/年のトレーニングキャパシティを構築して、プロ

ジェクト期間内に少なくとも 200 名の分析官をトレーニングする。2024 年度は、(3-1)トレーニン

グラボの設計、(3-2)トレーニングニーズ調査、(3-3)Hoa Lac キャンパスへの機器設置、(3-4) ト

レーニングテキスト作成に取り組んだ。また、計画を前倒しして(3-5) トレーニングテキスト作成

や(3-6) 小スケールでの実証に着手した。 

 

② 研究題目 3の当該年度の目標の達成状況と成果 

3-1. トレーニングラボの設計 

前述のように、分析 R&E センターの設置場所が変更になったことに伴い、従来のラボ設計を全体

的に見直した。現在、最終設計案の VNU の承認を待っている。2025 年 9 月の開所を予定している。 

 

3-2. トレーニングニーズ調査 

InNET と共同で全省の DONRE（2024 年 7 月時点での名称）を対象としたシンポジウム（SATREPS 

PROJECT INTERNATIONAL SYMPOSIUM Training Needs Assessment Workshop for Environmental 

Monitoring Implementation (Circular No. 10/2021/TT-BTNMT)）を 2024 年７月に Phu Yen 省で開

催し、分析トレーニングにおけるニーズや問題点を共有した。そして、DONRE を対象に２回にわた

り分析ニーズに関するアンケートを実施して、本プロジェクトで取り組むべきトレーニングの内容

について確定した。現在ベトナムでは “National Environmental Monitoring Planning for 2021-

2030”が政府から発令されており、今後も改定あれば、変更を加えていく予定である。以上から、

１．ラボ分析で共通性の高い装置のトレーニング、２．今後ニーズが増えるオンライン装置での分

析（大気・水質分析）を取り上げ、ニーズに基づき分析対象項目を絞り込んだ。 

  

3-3. Hoa Lac キャンパスへ機器設置 

3-2 のトレーニングニーズに基づき、早稲田大学と VNU-HUS を中心に、導入する分析機器類のリ

ストアップを完了させ、2024 年 4 月に出荷を完了した。現在までに、大型分析装置のうち FT-IR（フ
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ーリエ変換赤外分光光度計）などは暫定的に VNU-HUS 現キャンパス内に設置済みである。一方、イ

オンクロマトグラフィーやラマン顕微鏡など設置後の移設が困難な一部の大型機器、オンライン分

析計については、日越の倉庫で保管中であり、分析 R&E センターの最終承認後すみやかに設置する

準備は完了している。 

 

3-4. トレーニングコース設計 

トレーニングニーズ調査の結果を踏まえ、測定項目を確定し、トレーニングコースの構成を決定

した。最終的に、共通ラボ分析機器コース、オンライン水質分析計コース、大気分析計コースの 3

コースを設置した。各コースは、QCVN および JIS 規格に準拠し、機器の原理、操作手順、メンテナ

ンス方法までを含む内容とした。 

 

3-5 トレーニングテキスト作成 

各機器提供企業の協力を得て、各測定項目計器の測定原理、測定方法、保守方法を網羅する全 133

頁の講義テキストを英語、ベトナム語で完成した。 

 

3-6 小スケールでの実証 

2025 年 4 月 9 日～11 日の 3 日間で、日本分光株式会社（JASCO Corporation）の FT-IR、京都電

子工業株式会社（KEM）の滴定機器、東亜ディーケーケー株式会社のポータブルマルチ水質計の講師

候補である VNU-HUS 始め、複数の大学から約 20 名の講師候補生へ実機操作講習を含む、TOT

（Training of Trainers）講習を実施した。このトライアルから、運営にかかる全工程の整理、経

費、必要なスタッフをまとめた。2025 年度秋にコースを開講予定である。 

 

 

③ 研究題目 3の研究のねらい（参考） 

環境汚染問題解決に向け、高度な分析技術と人材の育成を通じて、迅速かつ正確な環境モニタリ

ング体制を実現する。そのために、現場モニタリング技術と連携して、分析ラボを使ったトレーニ

ングコースを設立し、実践的なスキルと知識を習得する機会を提供する。 

 

④ 研究題目 3の研究実施方法（参考） 

Hoa Lac 地区の VNU 新棟に構築する分析 R&E センター内に、分析資格認定コースのための分析ラ

ボを設計する。早稲田大学、InNET、VNU が協力してトレーニングルームや分析実験室、インフラを

整備する。環境分析コースの項目については、MAE や NCEM の分析官を招聘してのワークショップを

開催して優先項目（＝現場でのニーズ）を明らかにする。また、NCEM もミッションとしてラボ分析

を実施しており、本プロジェクトで新たに開講するポータブル分析コースと合わせて、環境分析技

術に関する総合的なトレーニングコースを運営し、NCEM のネットワークを通じてトレーニングコー

スを全国に広げていく予定である。なお、分析法においては、JIS 規格の活用と普及を視野に入れ

る。 

 



【令和 6 年／2024 度実施報告書】【250531】 
- 13 - 

(2-4)研究題目 4：「VNU-HUS 教育」 

早稲田大学（リーダー：馬渡） 

ベトナム国家大学（リーダー：Tien Duc Pham） 

 

① 研究題目 4 の当初計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含

む） 

VNU-HUSの大学院生やティーチングスタッフを対象に、本プロジェクトで導入する高度分析技術、

マイクロ流体技術、リモートセンシング技術に関するトレーニングコースを開発する。大学院生や

ティーチングスタッフを対象に 50名/年のトレーニングキャパシティを構築して、プロジェクト期

間内に少なくとも 100 名をトレーニングする。以上により、ベトナム全国で活躍する優秀な人材、

本プロジェクト終了後も環境モニタリングに関する研究開発を分析R&Eセンターで継続するための

人材を排出する。今年度は、(4-1)トレーニングラボの設計（3-1 と連動）, (4-2)Hoa Lac キャン

パスへの機器設置（3-3 と連動）が計画であったが, 前倒しして(4-3)トレーニングテキスト作成

(3-5 と連動), (4-4)小スケールでの実証にも取り組んだ。 

 

② 研究題目 4の当該年度の目標の達成状況と成果 

4-1 トレーニングラボの設計（3-1 と連動） 

早稲田大学と VNU-HUS を中心に、分析 R&E センターの設計を完了したが、前述のように同センタ

ーの移動に伴い、ラボを再設計した。 

 

4-2 Hoa Lac キャンパスへの機器設置（3-3 と連動） 

 早稲田大学と VNU-HUS を中心に、研究題目３と同様に、装置調達および輸送手続きについて確認

して、一部の装置については導入を完了した。現在、R&E センターの最終工事が行われており、完

了後にすべての装置を導入する（８月を予定） 

 

4-3 トレーニングテキスト作成 

 講義については、（１）マイクロ流体工学、（２）リモートセンシング、（３）先端分析化学、（４）

バイオマテリアルのシラバスを作成して、テキストとなる講義資料を作成し、実際に 2024 年 10 月

にすべての講義を実施した。また、実習に関しては、（１）先端分析化学、（２）マイクロ流体工学

を予定しているが、先端分析化学の ToT として、VNU-HUS の教員８名を日本に招聘して、分析トレ

ーニングを実施した。次年度は先端分析化学の実習を開始する予定である（2025 年秋を想定）。 

 

③ 研究題目 4の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

特になし 

 

④ 研究題目 4の研究のねらい（参考） 
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研究題目 3 同様に、ベトナムトップ校からベトナム産業界や政府機関への優秀な分析技術者の提

供、また分析 R&E センターにおける環境モニタリングの技術開発や人材育成を担う優秀な人材の育

成により、プロジェクト終了後もプロジェクト成果が発展する基盤を構築するのがねらいである。 

 

⑤ 研究題目 4の研究実施方法（参考） 

分析 R&E センターを拠点として、人材を輩出していく。 

 

(2-5)研究題目 5：「データ収集・解析」 

早稲田大学（リーダー：田澤） 

東京大学 

堀場製作所 

ベトナム国家大学（リーダー：Duong Ngoc Bach） 

ベトナム国家大学（Co-リーダー：Tran Dinh Trinh） 

 

① 研究題目 5 の当初計画（全体計画）に対する実施状況（カウンターパートへの技術移転状況含

む） 

本題目では、モニタリングステーション、モニタリングデバイス、LCS、および RS からの水質・

大気データを統合し、時空間的な補正処理を行うことで、広範囲かつ高空間分解能での環境モニタ

リングが可能なシステムの構築を目指す。当初は CEBID を中核機関としていたが、2025 年のベトナ

ム政府の省庁再編により CEBID は本プロジェクト体制から外れることとなった。これを受けて、同

年 3 月より新たな中核候補機関として NCEM との調整を開始し、本報告の 5月時点では参画について

基本合意に至っている。今後は NCEM を中心として、ベトナム国内運用に対応したデータ格納・処理

体制の構築を実施する。また、Bac Ninh 省は本プロジェクト全体においてモデル地域（Bac Ninh モ

デル）として位置づけられているが、本課題 5 の内容に関しては、当初は詳細な実施内容が未定で

あったため、参画に関する正式な合意は得られていない。2023 年度のシンポジウム、2024 年度の関

係機関への聞き取り調査により、本課題で扱う測定項目などは具体化された。これにより、Bac Ninh

省に本課題への正式参画を依頼し、現在はその承認手続き中である。また、体制の再編に並行して、

測定対象項目の選定、データ送信プロトコールの設計、クラウド型ダッシュボードの仕様ならびに

各測定手法（ステーション、RS、LCS）のデータ統合と補正処理の技術的検証も開始している。今年

度は(5-1)解析項目の策定、(5-2)データ送信プロトコール策定、(5-3)データ送信システム開発、(5-

4)CEBID データベースへのデータ格納に取り組んだ。 

 

② 研究題目 5の当該年度の目標の達成状況と成果 

5-1.解析項目の策定 

2023 年度に CEBID や MONRE のリモートセンシング部門を対象として開催したシンポジウム

「SATREPS PROJECT INTERNATIONAL SYMPOSIUM SHARING KNOWLEDGE AND EXPERIENCE IN INTEGRATING 

REMOTE SENSING AND ENVIRONMENTAL MONITORING DATA」に続き、本年度は解析対象項目の具体化に

向けて、関係機関と連携して協議した。まず、VNU-HUS、CEBID、Bac Ninh 省などの関係機関への聞
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き取り調査を通じて、現場運用上の測定ニーズや技術的制約を把握した。次に、課題 3 の活動の一

環として行われた「SATREPS PROJECT INTERNATIONAL SYMPOSIUM Training Needs Assessment 

Workshop for Environmental Monitoring Implementation (Circular No. 10/2021/TT-BTNMT)」で

測定項目に関する意見交換を実施し、後日行われたアンケート結果も踏まえて、具体的な測定項目

に対する現場のニーズを確認した。これらの情報をもとに、モニタリングステーション、RS、LCS の

3 手法で共通して扱える項目の抽出を行い、最終的にベトナムの「National Environmental 

Monitoring Planning 2021–2030」に準拠する形で、PM2.5、PM10、NOx、SOx、SS の 5項目を本課題

における解析対象として決定した。また、重金属についてはステーションと RS で測定は不可能で

あるため、ラボ分析と合わせて解析することとした（表 1）。これにより、複数の測定手法から得ら

れるデータを時空間的に補正・統合する解析システムの基本フレームが確立された。 

 

表 1. 各分析方法の比較 

 

 

5-2. データ送信プロトコール策定 

環境モニタリングデータを一元的に収集・処理・蓄積する IoT プラットフォームの構築に向けた

システム仕様を構築した。単なる送受信プロトコールの整備にとどまらず、RSや LCS を含む複数の

測定手法からのデータを統合的に取り扱うことを想定し、将来的な拡張性を持つクラウドベースの

プラットフォームの基本システムを設計した。特に RSについては、Google Earth Engine（GEE）を

利用して、Sentinel や MODIS などの衛星データから PM2.5、PM10、NOx、SOx、SS に関連する情報を

自動取得すること想定する。加えて、LCS およびモニタリングステーションからのリアルタイム通

信を受け入れるデータ受信設計も実施した。さらに、ベトナム国内のデータ管理の規制に準拠する

必要性から、ベトナム国内サーバによる処理・保存を前提とした運用形態と、クラウド側の処理系

との整合性も考慮して、実際の運用要件を考慮した仕様を策定した。 

 

5-3 データ送信システム開発 
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RS、LCS、モニタリングステーション、デバイスそれぞれから得られるデータを統合的に運用す

るため、通信方式およびシステム仕様を調査して実装に向けたデータ送信システムの試作および検

証を実施した。はじめに、各測定データの特性およびデータ量を整理し、それに応じた最適な軽量

かつ高速な通信方式を選定した。選定した方式に基づいて構成したプログラムをクラウドサーバー

上に実装し、LCS を用いた通信性能を評価した。その結果、通信環境による影響はあるものの、平

均的なレスポンスタイムは約 1 秒と、一般的な商用 IoT プラットフォーム（約 30 秒）と比較して

も高速であることが確認された。また、クラウドサーバー上には、処理負荷の分散と、同時並行の

データ処理・解析を目的として、データベース、ダッシュボード、解析ソフトをそれぞれ独立して

動作可能とした。これにより、本システムは今後の大規模展開や多拠点同時接続にも対応する。 

 

5-4 CEBID データベースへのデータ格納 

当初は CEBID を中核機関として、クラウド上で構築した送信システムからの測定データを CEBID の

データベースに格納する構想であった。しかし、2025 年に実施されたベトナム政府の省庁再編によ

り、CEBID が本プロジェクトの体制から外れることとなり、代替機関として NCEM を中核とした体制

を構築中である。 

 

③ 研究題目 5の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

当初は、モニタリングステーションおよび RS を中心とした解析システムの構築を想定していた

が、検討を進める中で、LCS に対する現地研究機関からの需要が予想以上に高いことが明らかとな

った。LCS は低コストかつ設置自由度が高く、広域かつ多点での補完的なモニタリング手段として

有効であることから、これを正式に加え、システム統合を行う。さらに、LCS については現状公定法

ではないが、高いニーズから現在ガイドラインを策定中であり、本プロジェクトの活動はガイドラ

イン策定に大きく貢献できると考える。また、データ受信・格納の中核として想定していた CEBID

が、2025 年のベトナム政府による省庁再編により本プロジェクト体制から外れることとなった。こ

れを受けて、代替機関として NCEM との協議を開始し、同年 5 月に参画について基本合意に至った。 

 

④ 研究題目 5の研究のねらい（参考） 

本課題は、モニタリングステーション、デバイス、RS、LCS などの多様な測定手法を統合し、広域

かつ高空間分解能での環境モニタリングを実現する解析システムを構築することを目的とする。ベ

トナムでは、環境問題の多様化に伴い、大量かつリアルタイムな測定データの収集と、それに基づ

く汚染源特定や拡散予測が求められている。従来の公定分析は高精度である一方、測定点数や頻度

に制約があり、広域監視や時系列解析には限界があった。本課題では、RS による広域観測、LCS に

よる多点常時監視、デバイスによる多点測定、ステーションおよびラボ分析による高精度測定とい

うそれぞれの強みを活かし、これらのデータを相補的に統合することで、空間・時間分解能の高い

解析を可能とする。さらに、各測定データの差異や誤差を補正する手法をクラウドサーバー上に実

装し、時空間的な内挿補正処理を通じてデータの整合性を高めることで、環境政策立案や現場判断

に活用可能な実用的データ基盤を構築することをねらいとする。 
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⑤ 研究題目 5の研究実施方法（参考） 

本課題では、モニタリングステーション、デバイス、ラボ分析、RS、LCS の 5 種の測定手法から得

られるデータを統合的に解析するためのシステムを構築する。具体的には、以下の 4 つの要素から

構成される段階的なアプローチにより研究を実施する。 

 

1. 測定対象項目の決定 

モニタリングステーション、RS、LCS のいずれでも共通に測定可能であり、ベトナム国内で測定需

要の高い PM2.5、PM10、NOx、SOx、SS の 5 項目を選定した。課題 3 におけるヒアリングおよびアン

ケート結果によりニーズを反映させた。重金属はモニタリングデバイスとラボ分析により測定する。 

 

2.データ送信システムの構築 

各種測定機器から得られるデータをリアルタイムに送信・受信可能とする通信方式を設計・試作

し、クラウドサーバーに実装する。あわせて、ベトナム国内の法制度に準拠した構成とし、NCEM を

中核とした国内運用体制を整備する。 

 

3. データ格納・表示・解析機能の整備 

クラウド上にデータベース、ダッシュボード、解析ソフトをそれぞれ独立して構築し、処理負荷

の分散と同時並行処理を可能とする構成を採用する。RS データについては、GEE から取得し、他の

測定データと統合する。 

 

4. 補正処理による統合解析 

ステーションの測定値を基準とし、RSおよび LCS の測定値に対して空間的・時間的な内挿補正処

理を行うプログラムをクラウド上に実装する。これにより、多様なデータソースの整合性を確保し、

信頼性の高い解析結果を提供する。 

 

本システム全体を通じて、環境データの収集、送信、蓄積、解析までを一貫して国内完結できる

体制を構築し、政策決定や現場対応に資するデータ基盤を実現する。 

 

 

Ⅱ．今後のプロジェクトの進め方、およびプロジェクト／上位目標達成の見通し（公開） 

本プロジェクトでは、初年度から２年目にかけて、ニーズに関する知見を深め、開発内容の詳細

を確定した項目がほとんどである。ベトナム国家大学との協力のもと、適切なパートナーとの関係

構築ができ、NCEM などの非常に重要なパートナーも加わり、より実情に応じたプロジェクト内容の

構築ができたと考える。また、ベトナムの法規制との関連も整理できた。体制については、ベトナ

ム国家大学内の職務分担が書面化されていなかったが、正式に書面化され、また日越それぞれのメ

リットや課題も明確に共有したことで、R&E センターの開所も契機になり、今後プロジェクトが加

速すると考える。 

国や地方レベルでの再編、大学の自立運営への変革など、プロジェクト期間中にカウンターパー
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トの大きな変更が起こっているが、学長以下ベトナム国家大学と協力できており、大きな影響なく

進んでいると考える。環境問題に対する意識レベルが上がり、一部では環境対策も進んでいること

から、本プロジェクトの成果普及にはプラスになっていると判断する。 

最終的なターゲットである社会実装においても基本骨格ができつつある。企業連携においては、

参画企業が保守・メンテナンスの標準化を含めた全国展開を見据えており、修理対応や消耗品供給

を含むアフターサービス体制の構築も視野に入れている。また、日越間では大学発ベンチャーによ

る製品化も基本合意されており、特許出願を含む知財確保も進行中である。今後は、(1) ベトナム

国内制度を考慮した導入計画の具体化、(2) 多地点や大規模運用を可能とする体制の構築、(3) 試

験運用・フィールド評価を通じた仕様最適化を重点課題とする。これらの進展により、プロジェク

ト目標は計画通りの達成が見込まれ、上位目標である「ベトナムにおける大気・水環境モニタリン

グ技術およびプラットフォームの改良と各省への普及」にも着実に寄与し得る状況にある。 

 

Ⅲ．国際共同研究実施上の課題とそれを克服するための工夫、教訓など（公開） 

前述のように、省庁再編などの大きな変革が進んでいる中、ベトナム国家大学と協力して適宜適

切なパートナーを見つけて課題解決に望むことが現在重要だと考えている。また、実際の運営では、

カンターパートに実務を担ってもらう必要があるが、ベトナムは大学でも給与水準が高くなく、複

数の仕事をしている場合が多い。その中でプロジェクトの実務を進めてもらうべく、一人一人のモ

チベーションをしっかり確認することが重要である。また、コミュニケーションでは、ベトナム国

家大学の教員は英語のスキルが高く、議論を深めるには日本側の英語力の向上も課題であり、効率

化のためのツールの利用など、日本側の工夫も重要である。逆に地方政府ではベトナム語が主体と

なるため、論点を文書で明確にして事前配布するなどの工夫も不可欠である。あいまいな議論は好

まれず、明確な論点整理が不可欠である。 

 

Ⅳ．社会実装に向けた取り組み（研究成果の社会還元）（公開） 

  日本側チームの特徴は、分析技術を代表する民間企業２社が開発主体として参画していることで

ある。従って、これら企業が関係するものは、戦略が明確であり、社会実装を考えて開発が進んで

いる。また、大学が関係する研究については、日越でベンチャーを作って、社会実装していくこと

で合意している。ベトナム国家大学は社会実装の活動が活発であり、大学発ベンチャーの創成を積

極的に推進している。早稲田大学側ではすでに特許を１件出願し、その後も何件か出願予定である。

研究開発、設計、製造など日越で役割分担をして社会実装を進めていく。環境分析技術の実用化に

あたっては、制度面を踏まえたアプローチも不可欠である。現在開発中の重金属分析デバイスでは、

ベトナムの国家技術基準（QCVN）に対応した TCVN 申請をプロジェクト期間中に目指しており、公定

法としての採用を目指している。 

一方で、PM2.5、NOx、SOx などの測定に使用される LCS は現時点で QCVN の公定法には含まれてい

ないものの、政府研究機関や大学ではガイドライン策定など、将来的な QCVN 採用に向けた研究・評

価・提言活動が進められている。本プロジェクトの成果もその基礎資料として活用される。 

また、民間では、自主検査用としての導入も展開ルートである。対象ユーザー（工業団地、イン

フラ関連機関など）を明確にし、多点分析や迅速・低コスト性といった具体的メリットを提示する
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ことが不可欠である。加えて、現地の事業展開には、導入後の継続的アフターサービス体制（修理・

メンテナンス・消耗品供給など）の構築が必須である。本プロジェクトでは、堀場製作所がベトナ

ム全土への普及を視野に入れて、標準化されたメンテナンス体制の確立を主導しており、Bac Ninh

省を起点とした現地メンテナンス体制の構築により、全国規模の体制構築を進めている。 

このように、制度的認証、利用メリットの明確化、継続的運用の 3 点を前提として本プロジェク

トの社会実装を目指す。 

 

Ⅴ．日本のプレゼンスの向上（公開） 

（１） JST「さくらサイエンスプログラム」による環境分析装置等に関する研修を 2024 年９月 30 日

から 10 月 8 日に実施し、VNU-HUS より若手研究員８名が早稲田大学及び分析機器メーカーで実

習に参加した様子が文教ニュース他に掲載された。 

（２） 2025 年 1月に訪問した MONRE（当時）傘下の IMHEN (Institute of Meteorology, Hydrology 

and Climate change) のウェブサイトに掲載された。 

（３） 2025 年 3月、ベトナム紙（Nhan Dan Newspaper）にプロジェクトに関する記事が掲載された。 

（４） プロジェクト活動状況や成果については、プロジェクト独自の早稲田大学の HP で公開してい

る（https://vietnam-satreps.w.waseda.jp/）。また、プロジェクトのロゴや名前を作成して、

パンフレットを配布している。 

 

 

 

以上 



Ⅵ. 成果発表等

（１）論文発表等【研究開始～現在の全期間】（公開）

①原著論文（相手国側研究チームとの共著）　

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ DOIコード
国内誌/

国際誌の別

発表済
/in press

/acceptedの別

特記事項（分野トップレベル雑誌への掲載など、
特筆すべき論文の場合、ここに明記ください。）

論文数 0 件
うち国内誌 0 件
うち国際誌 0 件

公開すべきでない論文 0 件
②原著論文（上記①以外）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ DOIコード
国内誌/

国際誌の別

発表済
/in press

/acceptedの別

特記事項（分野トップレベル雑誌への掲載など、
特筆すべき論文の場合、ここに明記ください。）

2024
Tazawa, H., & Mawatari, K. Room-temperature mL-to-µL quantitative liquid
concentration device for cyclone flow. Analytical Sciences, 2024, 40(1), 23-
30.

https://d
oi.org/10.
1007/s44
211-024-
00654-z

国際誌 発表済 Hot Article Awardを受賞

2024
Ruriko Kawanabe, Hidekatsu Tazawa, Kazuma Mawatari, Ayumi Yoshizaki,
Anaytical Sciences, 2024, 41, 145-150.

https://d
oi.org/10.
1007/s44
211-024-
00688-3

国際誌 発表済

論文数 2 件
うち国内誌 0 件
うち国際誌 2 件

公開すべきでない論文 0 件

https://doi.org/10.1007/s44211-024-00654-z
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00654-z
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00654-z
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00654-z
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00654-z
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00688-3
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00688-3
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00688-3
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00688-3
https://doi.org/10.1007/s44211-024-00688-3


③その他の著作物（相手国側研究チームとの共著）（総説、書籍など）

年度 著者名,タイトル,掲載誌名,巻数,号数,頁,年
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

④その他の著作物（上記③以外）（総説、書籍など）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

⑤研修コースや開発されたマニュアル等　

年度  研修コース概要（コース目的、対象、参加資格等）、研修実施数と修了者数
特記事項

開発したテキスト・マニュアル類



Ⅵ. 成果発表等

（２）学会発表【研究開始～現在の全期間】（公開）

①学会発表（相手国側研究チームと連名）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

招待講演 0 件

口頭発表 0 件

ポスター発表 0 件

②学会発表（上記①以外）（国際会議発表及び主要な国内学会発表）

年度
国内/

国際の別
発表者（所属）、タイトル、学会名、場所、月日等

招待講演
/口頭発表

/ポスター発表の別

2023 国際学会
Hidekatsu Tazawa (University of Tokyo), Kazuma Mawatari (Waseda University), SAMPLING
INTERFACE: ROOM TEMPERATURE QUANTITATIVE LIQUID CONCENTRATION DEVICE, MicroTAS
2023, POLAND, 15-19 October 2023

ポスター発表

招待講演 0 件

口頭発表 0 件

ポスター発表 1 件



Ⅵ. 成果発表等
（３）特許出願【研究開始～現在の全期間】（公開）
　①国内出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する外国出願※

No.1
No.2
No.3

国内特許出願数 0 件
公開すべきでない特許出願数 0 件

　②外国出願

出願番号 出願日 発明の名称 出願人
知的財産権の種

類、出願国等

相手国側研究メン
バーの共同発明者
への参加の有無

登録番号
（未登録は空欄）

登録日
（未登録は空欄）

出願特許の状況
関連する論文の

DOI
発明者

発明者
所属機関

関連する国内出願※

No.1
No.2
No.3

外国特許出願数 0 件
公開すべきでない特許出願数 0 件



Ⅵ. 成果発表等
（４）受賞等【研究開始～現在の全期間】（公開）

①受賞

年度 受賞日 賞の名称
業績名等

（「○○の開発」など）
受賞者 主催団体

プロジェクトとの関係
（選択）

特記事項

2024 2025/12/15 Hot Article Award

Room-temperature mL-to-
µL quantitative liquid
concentration device for
cyclone flow

Hidekatsu
Tazawa
Kazuma
Mawatari

Analytical
Sciences

2.主要部分が当課題研究
の成果である

1 件

②マスコミ（新聞・TV等）報道

年度 掲載日 掲載媒体名 タイトル/見出し等
プロジェクトとの関係

（選択）
特記事項

0 件

掲載面



Ⅵ. 成果発表等

（５）ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等の活動【研究開始～現在の全期間】（公開）

年度 開催日 名称
場所

（開催国）
参加人数

(相手国からの招聘者数）
公開/

非公開の別
概要

2024 7月5日

SATREPS PROJECT
INTERNATIONAL SYMPOSIUM

Training Needs Assessment Workshop
for Environmental Monitoring
Implementation (Circular No.

10/2021/TT-BTNMT)

ベトナム 47 非公開

InNETと共同開催。全省のDONRE（2024年7月
時点での名称）を対象としたシンポジウム。分

析トレーニングにおけるニーズや問題点を共有
した。

1 件

年度 開催日 議題 出席人数

2024 10月30日
RD/PD供与資機材リストの更新

VNUマッチングファンドスケジュールの
確認

33

1 件

①ワークショップ・セミナー・シンポジウム・アウトリーチ等

②合同調整委員会(JCC)開催記録（開催日、議題、出席人数、協議概要等）

概要

RD/PDの供与資機材リストを更新した。また、VNUによるマッチングファンドのスケジュール
（初回2024年内）を確認した。
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環境モニタリングプラットフォームの構築
1. 現場型デバイス、ステーションによるオンサイト分析の実現
2. MAE/DAE（旧MONRE/DONRE）分析官の資格認定制度設立、分析官200名を資格認定

ベトナムにおける大気・水環境モニタリング技術およびプラットフォームの
改良と各省への普及

プロジェクト目標

上位目標

本プロジェクト成果をモデル省以外へも展開

開発項目5
データ収集

・解析

開発項目3
資格認定

トレーニング

資格承認申請

資格試験実施
MAE/DAE

（旧MONRE/DONRE）
100名/年

開発項目１
モニタリング
デバイス

オンサイト重金属分
析（4種）デバイスの

完成

CEID
データベース

統合

システム設置
環境モニタリング

テスト

研究課題名 食と環境の安全・安心を実現するハイテク簡易

オペレーション分析デバイスの開発と人材育成

研究代表者名
（所属機関） 

馬渡 和真 （早稲田大学大学院 情報生産シス
テム研究科 教授）

研究期間 令和4年度採択（令和4年6月1日～令和10年3月31
日）

相手国名／主
要相手国研究
機関 

ベトナム社会主義共和国／ベトナム国家大学ハノイ
校自然科学大学（VNU-HUS)

関連するSDGs 目標 6. 目標 14. 目標 4

日本政府、社
会、産業への
貢献

１．地球規模での環境の安全への取り組み

２．日本の分析産業のベトナムへの展開

３．ベトナムで育成した人材の日本への循環

（学生および社会人として）

４．開発した技術のASEAN諸国への広がり

科学技術の
発展

１．現場で使えるマイクロ分析デバイス技術

２．現場型・データサイエンス型の分析化学の開拓

３．既存の学問（環境科学や生態学など）への貢献

知財の獲得、
国際標準化
の推進、遺伝
資源へのアク
セス等

１．分析デバイス（特許）の知財獲得

２．前処理を含む現場分析プロセス確立

（将来的には国家標準化、国際標準化を狙う）

世界で活躍で
きる日本人人
材の育成

国際的に活躍可能な日本側の若手研究者の育成

（国際会議への指導力、国際雑誌への論文掲載な
ど）

技術及び人
的ネットワー
クの構築

１．これから成長が期待できるベトナムの学生・研究

者・技術者との人的ネットワークの構築

２．日本の産業技術のベトナム社会への浸透

成果物（提言
書、論文、プ
ログラム、マ
ニュアル、
データなど）

１．分析技術と装置、分析マニュアル、論文

２．分析技術者の資格認定システム

３．分析化学の最先端学部・大学院教育システム

成果の波及効果

成果目標シート

環境サンプル評価
認証取得

MAE/DAE
（旧MONRE/DONRE）

分析官200名
資格認証

テクニカル
ドキュメントの完成

開発項目4
VNU-HUS

教育

単位認定
システム準備

少人数トライアル

単位試験実施
VNU-HUS

50名/年

VNU人材100
名へ単位認定

開発項目2
モニタリング
ステーション

テストステーション
運用

テクニカル
ドキュメント完成

重金属デバイス
最適化

環境サンプル評価

ポータブルキット化

メンテナンス
体制構築

他ステーション
改良

単位承認申請
データ解析
システム改良

分析R&E
センター整備

重金属デバイス試作

評価用デバイス試作

ステーション
課題抽出

分析R&E
センター整備

分析R&E
センター整備

トレーニング
コース策定

トレーニング
コース策定

トレーニング
テキスト作製

通信プロトコール
策定

リモートセンシング
統合データ収集
システム設計

トレーニング
テキスト作製

資格認定
システム準備

少人数トライアル

テスト
ステーション
機能改良
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